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【誤訳訂正１】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】全文
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【発明の詳細な説明】
【発明の名称】受信信号分析に基づく受動的自動アンテナチューニング
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、一般的に無線受信機および送受信機に関し、特に自動アンテナチューニング
に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　多くの無線機器が小さな空間に制限され、したがって電気的に小型のアンテナ（ＥＳＡ
）を使用する。ＥＳＡは自由空間波長λに比較して小さな物理的寸法を有する。１つの例
示的定義では、アンテナが半径λ／２πの球面の中に納まることができる場合、そのアン
テナを電気的に小型と見做す。
【０００３】
電気的に小型のアンテナは、例えば、Ｗｈｅｅｌｅｒ著「小型アンテナの基本的限界」、
ＩＲＥ会議論文集、第３５巻、第１２号、１９４７年１２月、第１４７９－１４８４頁（
非特許文献１）；Ｗｈｅｅｌｅｒ著「小型アンテナの周りのラジアン球」、ＩＲＥ会議論
文集、第４７巻、第８号、１９５９年８月、１３２５－１３３１頁（非特許文献２）；お
よびＭｃＬｅａｎ著「電気的小型アンテナの放射Ｑに関する基本的限界の再検討」、ＩＥ
ＥＥアンテナと伝搬に関する会議の論文集、第４４巻、第５号、１９９６年５月、第６７
２－６７５頁（非特許文献３）に記載され、それらはすべて本明細書中に参照として採り
入れられる。　
【先行技術文献】
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【非特許文献】
【０００４】
【非特許文献１】Ｗｈｅｅｌｅｒ著「小型アンテナの基本的限界」、ＩＲＥ会議論文集、
第３５巻、第１２号、１９４７年１２月、第１４７９－１４８４頁
【非特許文献２】Ｗｈｅｅｌｅｒ著「小型アンテナの周りのラジアン球」、ＩＲＥ会議論
文集、第４７巻、第８号、１９５９年８月、１３２５－１３５１頁
【非特許文献３】ＭｃＬｅａｎ著「電気的小型アンテナの放射Ｑに関する基本的限界の再
検討」、ＩＥＥＥアンテナと伝搬に関する会議の論文集、第４４巻、第５号、１９９６年
５月、第６７２－６７５頁
【発明の概要】
【０００５】
　本明細書に記載される本発明の１つの実施形態は、遠隔地の送信機から、チューニング
可能な要素を含む電気的にチューニング可能なアンテナを介して信号を受信するステップ
を含む方法を提供する。電気的にチューニング可能なアンテナの応答に適用される調整は
、受信された信号を分析することにより計算される。
　電気的にチューニング可能なアンテナの応答は、計算された調整に応答してチューニン
グ可能な要素を制御することにより適合される。　
【０００６】
　いくつかの実施形態では、調整を計算するステップと応答を適合させるステップは、受
信された信号のレベルを最大にすることを目指す繰り返しチューニングプロセスを実行す
るステップを有する。１つの実施形態では、受信された信号は既知の信号要素を含み、調
整を計算するステップは、既知の信号要素の計測された受信レベルから調整を得るステッ
プを有する。
【０００７】
　１つの開示された実施形態では、調整を計算するステップは、１つの周波数領域に亘っ
て周波数の関数としての応答の勾配を計算するステップと、そして計算された勾配から調
整を得るステップと、を有する。他の１つの実施形態では、調整を計算するステップは、
周波数の関数としての応答の勾配の変化を、チューニング可能な要素の少なくとも第１の
設定と第２の設定の間で計算するステップと、そして勾配の計算された変化から調整を得
るステップと、を有する。
【０００８】
　いくつかの実施形態では、調整を計算するステップは、チューニング可能な要素の少な
くとも第１の設定と第２の設定のそれぞれの受信された信号のレベルを測定するステップ
と、そして受信された信号のレベルを比較することにより調整を得るステップと、を有す
る。１つの事例的実施形態では、受信された信号のレベルを測定するステップは、第１の
設定の第１の測定を実行するステップと、そして第１の測定の前および後に第２の設定の
第２の測定を実行するステップと、を有し、そして受信された信号のレベルを比較するス
テップは、第１の測定を第２の測定の組み合わせと比較するステップを有する。
【０００９】
　別の１つの実施形態では、調整を計算するステップは、受信された信号の単一のシンボ
ルの間に、チューニング可能な要素の２つまたはそれ以上の異なる設定を評価するステッ
プを有する。さらに別の１つの実施形態では、信号を受信するステップは、一連の通信時
間フレームを受信するステップを有し、そして応答を適合させるステップは、時間フレー
ムの間の境界においてチューニング可能な要素を制御するステップを有する。
【００１０】
　また別の１つの実施形態では、信号を受信するステップは、間欠的受信モードで信号を
受信する受信機を操作するステップを有し、そして方法は、既定の起動基準への適合に応
答して、調整を計算するために受信機を起動するステップを有する。１つの開示された実
施形態では、受信された信号は第１の基地局から第１の周波数で送信され、そして調整を
計算するステップは、第２の基地局から第２の周波数で送信された後続の信号を受信する
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時に、チューニング可能な要素の使用されるべき設定を予測するステップを有する。１つ
の実施形態では、適合された応答に基づいて、信号送信に使用されるべきアンテナチュー
ニング設定を計算するステップを有する。
【００１１】
　本発明の１つの実施形態は、さらに装置であって、電気的にチューニング可能なアンテ
ナと、受信機と、そして制御回路とを有する装置が提供される。電気的にチューニング可
能なアンテナはチューニング可能な要素を含む。受信機は、遠隔地の送信機から、電気的
にチューニング可能なアンテナを介して信号を受信するように構成される。制御回路は、
電気的にチューニング可能なアンテナの応答に適用される調整を、受信された信号を分析
することにより計算し、そして計算された調整に応答して、チューニング可能な要素を制
御することにより、電気的にチューニング可能なアンテナの応答を適合させるように構成
される。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
本発明は実施形態の詳細な説明と以下の図面により、より十分に理解されよう：
【図１－３】本発明の実施形態による、適応型にチューニング可能なアンテナを有する無
線通信機器を概略示すブロック図である。
【図４Ａ－Ｂ】本発明の１つの実施形態による、電気的に小型のアンテナの効率性を示す
グラフである。
【図５－６】図５は、本発明の１つの実施形態による、電気的に小型のアンテナのインピ
ーダンスチューニングと開口チューニングを概略示すブロック図である。図６は、本発明
の１つの実施形態による、直行周波数分割多重化（ＯＦＤＭ）信号のアンテナのチューニ
ングへの使用を示す図である。
【図７】周波数の関数としての計算されたアンテナ効率の勾配に基づくアンテナのチュー
ニングを概略示すグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
（概論）
　本明細書で記載される本発明の実施形態は、無線通信機器におけるアンテナの適応型チ
ューニングのための改善された技術を提供する。本明細書に記載された実施形態は、主に
狭帯域であり、適応型チューニングから大幅に利益を得ることができる、適応型チューニ
ング可能な電気的に小型のアンテナ（ＥＳＡ）を主に記載しているが、開示された技術は
他の適切なタイプのアンテナに適用可能である。
【００１４】
いくつかの実施形態では、無線機器は、信号受信のために、場合によっては送信のために
も使用される少なくとも１つの適応型チューニング可能なアンテナを備える。おそらく送
受信機の一部である受信機は、アンテナを介して遠隔送信機から受信される信号を処理す
る。制御ユニットは、受信信号を分析し、解析された受信信号に応答してアンテナをチュ
ーニングする。チューニングは、後述するように、インピーダンスチューニング、開口チ
ューニング、および／または他の適切なチューニング方法を含むことができる。
【００１５】
開示されたチューニング方式は、信号発信を使用しないまたは必要としないという点で、
完全に受動的である。この特性は、例えば、電圧定在波比（ＶＳＷＲ）測定に基づくチュ
ーニング方式とは対照的である。しかしながら、いくつかの実施形態では、開示された技
術は、アクティブな、例えば、ＶＳＷＲベースのチューニング方式と組み合わせて使用す
ることができる。
【００１６】
　受信信号に基づくアンテナチューニングには、多くの重要な利点がある。多くの場合、
送信信号は全く存在しないか、少なくとも長時間にわたって存在しない。例えば、一部の
無線機器は、送信に全く使用されない受信専用アンテナを使用する。他の場合には、アン



(4) JP 2017-538308 A5 2019.8.8

テナは送信のためにときどき使用されるが、信号が送信されない長い時間がある（例えば
、ほんの数例を挙げると、機器がアイドル状態のとき、長いページングサイクルの間、シ
ステム情報の取得中、ダウンリンク信号の測定中）。
【００１７】
　さらに他の場合では、送信信号に基づいてアンテナをチューニングすることは、受信性
能にとって最適ではなく、時には不適切であることもある。例えば、いくつかの通信プロ
トコルでは、異なる周波数で送受信が行われるため、アンテナを送信周波数でチューニン
グさせても、許容できる受信性能が保証されない。受信信号に基づいてアンテナをチュー
ニングすることは、実際の受信周波数に対し、そして実際の受信信号を使用して受信性能
を最大にすることを目指すという意味で最適である。さらに、受信ベースのチューニング
は、通常、アンテナの性能を最適化し、そして可能な最も強い受信信号を保証するが、一
方電圧定在波比（ＶＳＷＲ）ベースのチューニングは、典型的には最小の反射信号電力に
収束し、そしてアンテナ自体の中に放散されるエネルギーを厳密に制御することはできな
い。
【００１８】
典型的には、無線機器内の制御ユニットは、ボディ効果（ｂｏｄｙ　ｅｆｆｅｃｔ）のよ
うな時間と共に変化する影響を追跡し、補償するために、開示されたチューニング方式を
連続的かつ高速で実行する。高速かつ連続的なチューニングはまた、受信信号が高速チャ
ネルフェージングの影響を受けやすいため重要である。
【００１９】
いくつかの実施形態では、チューニング方式は、アンテナの周波数応答（例えば、アンテ
ナ共鳴周波数）を実際の受信周波数の中心になるようにすることを目指す。１つの実施形
態では、制御ユニットは、アンテナ応答の勾配を周波数の関数として計算し、または１つ
のチューニング設定から別のチューニング設定への勾配の変化を計算する。計算された勾
配は、周波数応答をどのように適応させるか、例えば、アンテナ中心周波数を増加させる
か、減少させるか、およびどれたけの数値だけ増減させるかを決定するために使用される
。異なる周波数ビンにおける基準信号（ＲＳ）を分析することによって勾配を計算する例
示的な方法を詳細に説明する。
【００２０】
（適応型チューニング可能な電気的に小型のアンテナを有する無線機器）
　いくつかの実施形態では、開示される無線通信機器は、送信および／または受信に使用
される１つまたは複数の電気的に小型のアンテナ（ＥＳＡ）を備える。本特許出願および
特許請求の範囲の文脈において、用語「ＥＳＡ」は、その体積が半径λ／２πの球面に閉
じ込められたアンテナを指し、λはアンテナによって送信または受信される信号の自由空
間波長を示す。
【００２１】
ＥＳＡは本質的に狭帯域であり、その帯域幅は通常、物理的な寸法とともに減少する。多
くの無線通信アプリケーションでは、ＥＳＡの瞬時帯域幅（例えば、中心周波数の約６％
以下）は、送信帯域と受信帯域のエンドツーエンド帯域幅（時には中心周波数の約５－２
５％）よりもかなり狭い。
【００２２】
広帯域無線通信アプリケーションにおいて狭帯域ＥＳＡを使用するために、開示された実
施形態における無線機器のＥＳＡは適応型チューニングが可能である。１つの実施形態で
は、機器は、信号送信または受信に実際に使用される特定の狭帯域周波数スライスにＥＳ
Ａの周波数応答を適応型チューニングする制御ユニットをさらに備える。このような適応
型チューニング可能なＥＳＡを使用する場合、ＥＳＡの瞬時帯域幅は、送信または受信信
号の瞬時帯域幅（通常は２０ＭＨｚ以下）に一致することだけが必要とされる。
【００２３】
本特許出願および特許請求の範囲の文脈において、「適応型チューニング可能なアンテナ
」という用語は、製造中のチューニングとは対照的に、機器の動作中に周波数応答をチュ
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ーニングすることができるアンテナを指す。アンテナ応答は、場合によっては変化する条
件および環境下で、所望の動作周波数スライスまたはサブ帯域に適合するように適応型チ
ューニングすることができる。適応型チューニング可能なアンテナ内のチューニング可能
な素子は、アンテナの物理的な放射素子および／または関連する回路を含むか、またはそ
れに結合されてもよい。アンテナは、例えば、開口チューニング機構、インピーダンス整
合ネットワーク、および／または１つまたは複数のアンテナ素子を適応型に接続または切
断する機構などの、任意の適切なチューニング機構を備えることができる。チューニング
方式は、所望の周波数スライスにチューニングすると共に、アンテナ性能を劣化させ、又
はボディ効果のようなアンテナ発振周波数をシフトさせる、様々な影響を補償するために
使用することができる。
【００２４】
適応型チューニング可能なＥＳＡを備えた無線機器の様々な構成例が本明細書に記載され
ている。１つの実施形態では、機器は、両方とも適応型チューニング可能な、送信／受信
（ＴＸ／ＲＸ）アンテナおよび受信専用（ＲＸ）アンテナを備える。ＲＸアンテナは所望
のＲＸサブ帯域にチューニングされ、ＴＸ／ＲＸアンテナは所望のＴＸサブ帯域にチュー
ニングされる。受信時には、主アンテナであるＲＸ専用アンテナとダイバーシティアンテ
ナであるＴＸ／ＲＸアンテナとでダイバーシティ受信を行う。ＴＸ／ＲＸアンテナはＴＸ
サブ帯域にチューニングされるので、ＲＸサブ帯域におけるその利得および効率は劣化す
る。しかし、この劣化は、ダイバーシティアンテナとして機能する場合は許容される。
【００２５】
別の実施形態では、機器は、送信および受信の両方に使用される単一の適応型チューニン
グ可能なＥＳＡのみを備える。例えば、周波数分割複信（ＦＤＤ）を使用する場合、この
ＴＸ／ＲＸアンテナは、送信および受信性能のバランスをとるようにチューニングされて
もよい。あるいは、時分割複信（ＴＤＤ）または半二重周波数分割複信（ＨＦＤＤまたは
ＨＤ－ＦＤＤ）を使用する場合、制御ユニットは、必要に応じてＴＸサブ帯域およびＲＸ
サブ帯域にアンテナを交互にチューニングさせてもよい。
【００２６】
いくつかの追加の機器構成が本明細書に記載されている。ＥＳＡをチューニングするため
に制御ユニットにより使用できる、様々なチューニング方式およびにメトリックについて
も説明する。
本明細書に記載の方法および機器は、所与のアンテナ体積に対する改善された性能、また
は所定の性能レベルに対するより小さな体積を有する、物理的に小型のアンテナの使用を
、広帯域無線アプリケーションにおいて可能にする。開示された技術は、任意の適切な無
線機器に適用することができ、そして携帯電話および、スマートウォッチや眼鏡のような
ウェアラブル機器、のような小型機器において特に魅力的である。
【００２７】
（システムの記述）
　図１は、本発明の１つの実施形態による、無線通信機器２０を概略的に示すブロック図
である。機器２０は、例えば、携帯電話、スマートフォン、スマートウォッチまたはスマ
ート・グラスのようなスマート・ウェアラブル機器、ＩｏＴ（Ｉｎｔｅｒｎｅｔ－ｏｆ－
Ｔｈｉｎｇｓ）アプリケーションで使用される機器、または他の任意の適切な無線機器を
含むことができる。
【００２８】
機器２０は、任意の適切な無線ネットワークを介して、任意の適切な通信プロトコルまた
は無線インタフェースに従って通信することができる。例示的なプロトコルは、広帯域符
号分割多元接続（ＷＣＤＭＡ（登録商標））、ロングタームエボリューション（ＬＴＥ）
およびＬＴＥアドバンスド（ＬＴＥ－Ａ）のような携帯電話プロトコル、または様々なＩ
ＥＥＥ８０２．１１などの無線ローカルエリアネットワーク（ＷＬＡＮ）プロトコルを含
む。あるいは、任意の他の適切なプロトコルを使用することができる。機器２０は、任意
の適切な送信（ＴＸ）および受信（ＲＸ）帯域を使用し、そして任意の適切な多重アクセ
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ス方式、例えば、周波数分割複信（ＦＤＤ）、時分割複信（ＴＤＤ）または半二重ＦＤＤ
（ＨＦＤＤ）などを使用して、動作してもよい。
【００２９】
本明細書で説明する実施形態は、無線通信機器について記載しているが、開示された技術
は、ＧＰＳおよびＧＬＯＮＡＳＳのような位置基準に従って動作するナビゲーション受信
機のような他の種類の送受信機または受信機でも使用することができる。
【００３０】
この事例では、機器２０は、機器の基底帯域処理機能を実行する基底帯域モデム２４と、
無線周波数（ＲＦ）送信および受信を実行する無線送受信機（トランシーバ）２８とを備
える。機器２０は、２つのＥＳＡ、すなわち、ＴＸ／ＲＸアンテナ３３およびＲＸ専用ア
ンテナ３７を備える。アンテナ３３および３７は、例えば、逆Ｆ型アンテナ（ＩＦＡ）、
平面逆Ｆ型アンテナ（ＰＩＦＡ）、ミアンダラインアンテナ、または他の適切なタイプの
アンテナのような、適切なタイプのＥＳＡであってよい。
【００３１】
送信時に、基底帯域モデム２４は、適用可能な通信プロトコルに従って変調された基底帯
域または低中間周波数（ＩＦ）信号を生成する。無線送受信機２８は、信号を無線周波数
（ＲＦ）に上方変換し、適切な送信（ＴＸ）帯域内のある周波数スライスで送信（ＴＸ）
信号を出力する。パワーアンプ（ＰＡ）４０は送信（ＴＸ）信号を増幅し、デュプレクサ
４４は増幅された信号をフィルタリングする。信号は、その後順方向および逆方向の電力
レベルを感知する、方向性カプラ４８を通過する。カプラに続いて、信号はチューニング
可能なマッチングネットワーク（ＭＮ）３４を通過し、そして最終的にアンテナ３３を介
して送信される。
【００３２】
受信時には、ＴＸ／ＲＸアンテナ３３とＲＸアンテナ３７の両方によって、遠隔送信機（
例えば、基地局）からのＲＸ信号が受信される．ＴＸ／ＲＸアンテナ３３の受信チェーン
では、ＲＸ信号は、マッチングネットワーク（ＭＮ）３４および方向性カプラ４８を通過
する。その後、ＲＸ信号は、デュプレクサ４４によってフィルタリングされ、無線送受信
機２８に供給される。無線送受信機２８は、例えば、基底帯域またはある中間周波数（Ｉ
Ｆ）にＲＸ信号を下方変換し、さらなる処理および復号化のために基底帯域モデム２４に
下方変換された信号を送る。
【００３３】
ＲＸアンテナ３７の受信チェーンにおいて、ＲＸ信号は、チューニング可能なマッチング
ネットワーク（ＭＮ）３８を通過し、受信フィルタ５２によってフィルタリングされる。
フィルタリングされた信号は、無線送受信機２８に供給され、無線送受信機２８はその信
号を下方変換し、処理および復号のために基底帯域モデム２４に下方変換された信号を送
る。
【００３４】
図１の実施形態では、基底帯域モデム２４は、様々な制御および管理機能を実行する制御
ユニット５６を備える。他のタスクの中で、制御ユニット５６は、マッチングネットワー
ク（ＭＮ）３４および３８をチューニングし、方向性カプラ４８を使用して順方向および
逆方向電力レベルを読み取る。これらのタスクは、以下で詳細に説明するように、チュー
ニング可能なＴＸ／ＲＸアンテナおよびＲＸ専用アンテナをチューニングする際に使用さ
れる。本実施形態の文脈では、アンテナ３３およびマッチングネットワーク（ＭＮ）３４
は、一体として適応型チューニング可能なＴＸ／ＲＸアンテナ３２と見做される。同様に
、アンテナ３７およびマッチングネットワーク（ＭＮ）３８は、一体として適応型チュー
ニング可能なＲＸアンテナ３６と見做される。
【００３５】
典型的な実施形態では、アンテナチューニングに使用される信号測定は、無線送受信機２
８によって実行され、制御ユニット５６に提供される。制御機能、例えば測定に基づいて
アンテナをチューニングするなどの機能は、基底帯域モデム２４内の制御ユニット５６に
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よって実行される。本特許出願および特許請求の範囲において、制御ユニット５６および
信号測定を実行する無線送受信機２８内の回路は、まとめて「制御回路」と呼ばれる。こ
の実施形態では、「制御ユニット５６が信号を測定する」などの表現は、無線送受信機２
８が制御ユニット５６の制御下で信号を測定することを意味する。代替の実施形態では、
制御回路の機能性は、任意の所望の方法で基底帯域モデムと無線送受信機との間で分割さ
れてもよいし、または独占的に基底帯域モデムでのみ、または無線送受信機でのみ実行さ
れてもよい。
【００３６】
図２は、本発明の代替の実施形態による、無線通信機器５８を概略的に示すブロック図で
ある。図１の無線通信機器２０とは異なり、機器５８は、単一のアンテナ、適応型チュー
ニング可能なＴＸ／ＲＸ電気的小型アンテナ（ＥＳＡ）３２のみを備える。
【００３７】
図３は、本発明のさらに別の実施形態による、無線通信機器を概略的に示すブロック図で
ある。この実装は、例えば、時分割複信（ＴＤＤ）および半二重ＦＤＤ（ＨＦＤＤ）のよ
うな送信及び受信が同時に行われないアプリケーションに適している。
図３の実施形態では、デュプレクサ４４は、送信－受信（Ｔ－Ｒ）切替スイッチ５７、お
よび選択肢としての受信フィルタ（ＲＸＦ）５２および送信フィルタ（ＴＸＦ）５８によ
って置換されている。オプションの追加フィルタ（図示せず）が無線送受信機２８とパワ
ーアンプ（ＰＡ）４０の間に挿入されてもよい。
【００３８】
図１－図３に示される無線機器の構成、およびそれらの様々な要素は、純粋に概念の明確
化のために選択された構成例である。代替の実施形態では、任意の他の適切な構成を使用
することができる。例えば、無線機器は、任意の他の適切な数のＴＸ／ＲＸアンテナおよ
び他の適切な数のＲＸ専用アンテナを含むことができ、そのうちの１つまたは複数のアン
テナは適応型チューニング可能である。別の例として、制御ユニット５６は、無線送受信
機２８ではなく、むしろ基底帯域モデム２４内に実装され、または無線機器またはそのホ
ストシステムの任意の他の適切なユニット内に実装されてもよい。
【００３９】
図１－図３の種々の無線機器の異なる要素は、適切なハードウェア、例えば、１つまたは
複数の特定用途向け集積回路（ＡＳＩＣ）、フィールドプログラマブルゲートアレイ（Ｆ
ＰＧＡ）および／または無線集積回路（ＲＦＩＣ）を使用して、ソフトウェアを使用して
、またはハードウェアとソフトウェアの要素の組み合わせを使用して、実装されてもよい
。
【００４０】
いくつかの実施形態では、制御ユニット５６は、本明細書で記載される機能を実行するよ
うにソフトウェアでプログラムされる汎用プロセッサを備える。ソフトウェアは、例えば
、ネットワークを介して電子形式でプロセッサにダウンロードすることができ、あるいは
、磁気的、光学的、または電子的メモリなどの非一過性有形媒体に提供および／または格
納されてもよい。
【００４１】
（適応型チューニング可能な電気的小型アンテナの使用）
上述したように、電気的に小型のアンテナ（ＥＳＡ）は特徴的に狭帯域であり、この特性
は、その有用性および達成可能な性能を制限する。例えば、送信及び受信がガード帯域に
よって分離された異なるＴＸ帯域及びＲＸ帯域で実行される典型的な周波数分割複信（Ｆ
ＤＤ）アプリケーションを考える。
【００４２】
　図４Ａ及び図４Ｂは、本発明の１つの実施形態による、電気的に小型のアンテナの効率
を示すグラフである。図４Ａは、従来の可能な解決法の性能を示している。図４Ｂは、本
発明の１つの実施形態による、上記図１の適応型チューニング可能なＥＳＡ３２および３
６の性能を示す。
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【００４３】
両方の図は、受信（ＲＸ）帯域が７９１－８２１ＭＨｚの間にあり、送信（ＴＸ）帯域が
８３２－８６２ＭＨｚの間にあるＦＤＤアプリケーションに関している。ＲＸ帯域とＴＸ
帯域は、１１ＭＨｚ幅のガード帯域によって分離されている。これらの帯域内で、無線機
器は、ＲＸスライス６８で１０ＭＨｚ幅のＲＸ信号を受信し、ＴＸスライス７２で１０Ｍ
Ｈｚ幅のＴＸ信号を送信する。ＲＸ帯域は、「１」、「２」および「３」と記された３つ
の可能な１０ＭＨｚ幅の受信スライスを有し、ＴＸ帯域は、「１」、「２」および「３」
と記された３つの対応する１０ＭＨｚ幅の送信スライスを有する。この例では、アクティ
ブチャネルはスライス「３」であり、これは図で網掛けされている。上記の周波数および
帯域幅は、純粋に事例として与えられ、そして他の任意の周波数および帯域幅を代替実施
形態において使用することができる。
【００４４】
図４Ａの従来の可能な解決法では、破線の曲線６０はＴＸ／ＲＸアンテナの効率を示し、
実線の曲線６４はＲＸアンテナの効率を示す。ＴＸ／ＲＸアンテナは、ガード帯域におけ
る最大効率のためにチューニングされ（曲線６０参照）、それによりアンテナの瞬時帯域
幅はＲＸ帯域とＴＸ帯域を同時にカバーする。ＲＸアンテナ（曲線６４参照）は、その瞬
時帯域幅がＲＸ帯域全体をカバーするようにチューニングされる。図からわかるように、
このチューニング方式は、両方の帯域における両方のアンテナの効率が悪いという犠牲を
払う。
【００４５】
　図４Ｂでは、点線の曲線７６は本発明の１つの実施形態による、適応型チューニング可
能なＴＸ／ＲＸアンテナ３２の効率を示し、実線の曲線８０は適応型チューニング可能な
ＲＸアンテナ３６の効率を示す。適応型チューニング可能なＴＸ／ＲＸアンテナ３２は、
３０ＭＨｚ幅のＴＸ帯域全体にわたって、またはＴＸおよびＲＸの両方にわたってではな
く、むしろ、この特定の時点でＴＸ信号を送信するために使用される実際の１０ＭＨｚ幅
のスライス７２にわたって最大の効率を得るようにチューニングされる。適応型チューニ
ング可能なＲＸアンテナ３６は、３０ＭＨｚ幅のＲＸ帯域全体にわたってではなく、むし
ろ、この特定の時点でＲＸ信号を受信するために使用される実際の１０ＭＨｚ幅のスライ
ス６８にわたって最大の効率を得るようにチューニングされる。
【００４６】
開示された技術によって達成される性能の改善は、図４Ａおよび４Ｂの対応する効率曲線
を比較することによって理解することができる。この特定の事例では、ＴＸ／ＲＸアンテ
ナ３２は、スライス７２において、従来の解決策の２２―２５％の効率に対して、約４０
－４５％の効率を有する。ＲＸアンテナ３６は、スライス６８において、従来の解決策の
３４－３５％の効率に対して、約４０－４２％の効率を有する。
【００４７】
ＴＸ／ＲＸアンテナ３２は、受信にも使用されているが、その効率はＲＸ帯域６８におい
て約１５％に低下することに留意すべきである。しかしながら、実際には、機器が複数の
アンテナを使用して受信するように構成されている場合、そのうちの１つでは受信性能の
低下が許容される。
【００４８】
　例えば、いくつかの実施形態では、図１の機器２０は、ダイバーシティ受信を行い、Ｒ
Ｘアンテナ３６は１次または主アンテナとして機能し、ＴＸ／ＲＸアンテナ３２はダイバ
ーシティまたは２次アンテナとして機能する。このような構成では、アンテナ３２の劣化
した効率は、２次アンテナとして機能するので、許容することができる。基底帯域モデム
２４は、典型的には、どの役割がどのアンテナによって果たされているか（アンテナ３６
が主アンテナとして機能し、アンテナ３２が２次アンテナとして機能する）を認識し、そ
れに応じて様々な受信手順を実行する。機器試験の間、単一のＲＸアンテナが必要とされ
る場合、機器２０はアンテナ３６を単一のアンテナとして選択する。
【００４９】
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要するに、使用される実際のＴＸおよびＲＸスライスにアンテナ３２および３６を適応型
にチューニングすることによって、アンテナを狭帯域幅に、したがって高効率に最適化す
ることが可能になる。いくつかの実施形態では、適応型チューニング可能なＥＳＡの瞬時
帯域幅は、帯域全体の帯域幅ではなく、信号の瞬時帯域幅（例えば、２０ＭＨｚのＬＴＥ
システムでは２０ＭＨｚ）と一致しなければならない。
【００５０】
他の実施形態では、適応型チューニング可能なＥＳＡは、一般に狭帯域であるが、必ずし
も信号と同じほど狭帯域である必要はない。例えば、ＦＤＤまたはＨＦＤＤアプリケーシ
ョンでは、適用可能な帯域（ＴＸまたはＲＸ）とガード帯域を足したものより狭いアンテ
ナ帯域幅は狭帯域とみなされる。ＴＤＤアプリケーションでは、適用可能な帯域（ＴＸま
たはＲＸ）よりも狭い任意のアンテナ帯域幅が狭帯域とみなされる。
本開示の文脈において、信号帯域幅およびアンテナ帯域幅は、典型的に３ｄＢ帯域幅とし
て測定される。しかしながら、代わりに、任意の他の適切な慣例を使用することができる
。
【００５１】
（アンテナチューニング方式の事例）
　様々な実施形態において、ＥＳＡ３２および３６を適応型チューニングするために、任
意の適切なチューニング方式または回路を使用することができる。インピーダンスマッチ
ングまたは無線マッチングと呼ばれるいくつかのチューニング方式は、アンテナのインピ
ーダンスを前の無線回路のインピーダンスにマッチングさせることにより、送信ラインか
らアンテナへの電力伝達を最適化することを目的としている。
【００５２】
図１の例では、アンテナは制御ユニット５６により制御される無線マッチングネットワー
ク（ＭＮ）を使用してチューニングされる。１つの実施形態では、制御ユニット５６は、
電圧定在波比（ＶＳＷＲ）を最小にすることを目的とした閉ループ　プロセスでＭＮを調
整する。制御ユニット５６は、例えば、方向性カプラ４８によって検知される順方向電力
レベル（アンテナに送信される電力）と逆方向電力レベル（アンテナから反射される電力
）との間の比を評価することによってＶＳＷＲを推定することができる。
【００５３】
種々の実施形態において、マッチングネットワーク（ＭＮ）３４および３８は、任意の適
切なＭＮ形態を使用して実装されてもよい。場合によっては、アンテナの特定のタイプ、
アンテナの周波数特性に関する知識、および／または予想されるボディ効果に関する知識
または仮定に基づいて、ＭＮ形態を選択することが可能である。例えば、アンテナインピ
ーダンスは、既知のインピーダンス範囲（例えば、スミスチャートの特定の領域にわたっ
て）だけ変化すると期待されることが知られている。この知識は、ＭＮを簡略化し、損失
を低減し、そして制御ユニット５６におけるより速い収束、およびより小さなルックアッ
プテーブルを可能にするためにＭＮ設計で使用することができる。いくつかの実施形態で
は、ＭＮは、単一のインダクタ－コンデンサ（ＬＣ）、コンデンサ－コンデンサ（ＣＣ）
またはコンデンサ－インダクタ（ＣＬ）のＬ型のＭＮ、またはＴ型またはＰｉ型のＭＮに
簡略化される。
【００５４】
開口チューニングと呼ばれることがある他のチューニング方式は、アンテナ端子から自由
空間への放射効率を最適化することを目的としている。これらのチューニング方式は、典
型的には、アンテナ開口および／または共振周波数を変更する。いくつかの実施形態では
、開口チューニングは、制御ユニット５６により制御される１つのチューニング可能要素
をアンテナに連結させることにより実行される。チューニング可能要素は、例えば、スイ
ッチドキャパシタ、チューニング可能コンデンサ（例えば、バリウム－ストロンチウム－
チタン酸塩（ＢＳＴ）コンデンサ）、または、微小電気機械システム（ＭＥＭＳ）デバイ
スを含んでもよい。さらに別の例として、チューニング方式は、１つまたは複数のアンテ
ナ素子を適応型に接続および切断することを含んでもよい。さらに追加的または代替的に



(10) JP 2017-538308 A5 2019.8.8

、任意の他の適切なチューニング方式を使用することができる。
【００５５】
上述の記載では、制御ユニット５６の適応型チューニングプロセスは、対象周波数スライ
スにおけるアンテナ性能（例えば、効率）を最適化することを目的としている。さらに、
制御ユニット５６は、ユーザの身体または他の物体がアンテナに近接することに起因する
ボディ効果など、アンテナ性能を歪める様々な影響を補償するためにチューニングプロセ
スを使用することができる。
【００５６】
様々な実施形態では、制御ユニット５６は、任意の適切なメトリックまたはメトリックの
組み合わせに基づいて、適応型チューニング可能なＥＳＡのうちの１つまたは複数をチュ
ーニングすることができる。メトリックの例は：
・上記で説明したＴＸアンテナのＶＳＷＲ測定値。
・ＲＸ信号の特性、例えば、各アンテナの受信信号強度指標（ＲＳＳＩ）、各アンテナの
基準信号受信電力（ＲＳＲＰ）、ＲＸアンテナ間の相関、基準信号位相差、各ＲＸアンテ
ナにおける推定ノイズ／干渉レベルおよび／またはＲＸ信号の変調および符号化方式（Ｍ
ＣＳ）。
・ＴＸ信号の特性、例えば、ＴＸ信号の電力余力。
・近接検出器からの入力、近くの物体を示す。
・バイオセンサーからの入力、例えば心拍数、温度、皮膚の水分、血液の飽和など。スマ
ートウォッチアプリケーションでは、例えば、そのようなセンサは、制御ユニット５６に
対し、無線機器がユーザの身体に装着されているかテーブル上に横たわっているかを確認
し、そしてまた時計の位置を決定することを可能にする。
・モーションセンサーからの入力。スマートウォッチアプリケーションでは、例えば、そ
のような入力は、デバイスが静的であるかどうか、どの腕にデバイスが装着されているか
、そしてその向き（例えば、前腕の前部／後部）を示してもよい。
・マイク／スピーカー行動センサ。通話中にマイクとスピーカーがアクティブになってい
ると、デバイスはおそらくユーザの頭の横に保持されている。
・充電器接続センサ。
【００５７】
上述したように、いくつかの実施形態では、制御ユニット５６は、ＲＸ帯域におけるＥＳ
Ａの受信性能の一定の劣化を許容しながら、ＴＸ／ＲＸ　ＥＳＡ３２をチューニングして
もよい。いくつかの実施形態では、制御ユニット５６は、上記メトリックの１つまたは複
数に基づき、または他の適切なメトリックに基づいて劣化の許容量を設定してもよい。制
御ユニット５６は、例えば、いつチューニングが必要か、そしてどの方向にチューニング
するかを決定するために、上記メトリクスを使用してもよい。
【００５８】
代替の実施形態では、制御ユニット５６は、上記のメトリックまたは他の適切なメトリッ
クのうちの１つまたは複数に基づいて、ＴＸおよびＲＸの性能をバランスさせながら、Ｔ
Ｘ／ＲＸ　ＥＳＡ３２をチューニングすることができる。このチューニング方式は、例え
ば、周波数分割複信（ＦＤＤ）で動作する（単一アンテナを有する）無線機器５８におい
て有用であり得る。
【００５９】
（非ＦＤＤ実施形態）
　上記の説明は主に周波数分割複信（ＦＤＤ）アプリケーションについて述べたものであ
る。しかし、開示された技術は、時分割複信（ＴＤＤ）および半二重ＦＤＤ（ＨＦＤＤ）
などの他の二重方式にも適用可能であり、有利である。ＴＤＤアプリケーションでは、例
えば、送信と受信が、同じ周波数で、交互の時間間隔で実行される。このようなプロトコ
ルでは、図２の無線機器５８のように、単一のＴＸ／ＲＸアンテナを使用することができ
る。制御ユニット５６は、ＴＸ／ＲＸ　ＥＳＡ３２を適用可能なＴＸ／ＲＸ周波数に適応
型チューニングすることができる。別の例として、ＴＤＤ無線機器は、無線機器２０のよ
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うに２つのアンテナを使用することができる。この実施形態では、両方のアンテナを狭帯
域にし、同様の基準を使用して制御ユニット５６によって調整することができる。
【００６０】
半二重ＦＤＤ（ＨＦＤＤ）では、送信と受信は異なる周波数で実行されるが、しかし交互
の時間間隔で実行され、同時には実行されない。ＦＤＤに関する上記の技術は、ＨＦＤＤ
でも同様に使用することができる。いくつかの実施形態では、制御ユニット５６は、無線
機器が現在送信中であるか受信中であるかに応じてＥＳＡ３２を適応型にチューニングす
ることができる。換言すれば、制御ユニットは、送信中にはＴＸに最適化されたチューニ
ング方式に、受信中にはＲＸに最適化されたチューニング方式にＥＳＡを切り替えること
ができる。典型的には、ＴＸ最適化方式は、アンテナの中心周波数をＴＸ帯域内の適切な
周波数に調整し、ＲＸ最適化方式は、アンテナの中心周波数をＲＸ帯域内の適切な周波数
に調整する。
【００６１】
この実施形態では、制御ユニット５６は、送信中にＴＸに最適化されたチューニング方式
と受信中にＲＸに最適化されたチューニング方式との間でＴＸ／ＲＸ　ＥＳＡ３２を交替
させることができる。一方、ＲＸのみのＥＳＡ３６の中心周波数は、ＲＸ帯域において一
定に保持されてもよい。
【００６２】
（受信信号分析に基づく自動アンテナチューニング）
　本発明のいくつかの実施形態では、制御ユニット５６は、遠隔送信機から受信した信号
の分析に基づいて、無線機器の適応型チューニング可能な１つまたは複数のアンテナをチ
ューニングする。以下に説明するチューニング方式は、上記の図１－３の無線機器構成の
いずれか、または任意の他の適切な構成と共に使用することができる。
【００６３】
開示されたチューニング方式は、例えば、上述のアンテナ構成のような、任意の適切な適
応型チューニング可能なアンテナと共に使用することもできる。本明細書に記載された実
施形態は主に電気的に小型のアンテナを指すが、開示された技術はそのようなアンテナに
限定されず、他の適切なアンテナタイプのチューニングに使用することができる。
【００６４】
図５は、本発明の１つの実施形態による、アンテナのインピーダンスチューニングおよび
開口チューニングを概略的に示すブロック図である。この図は、接地平面９４上に取り付
けられ、給電線９２によって給電される放射素子９８を備える例示的アンテナを示す。
【００６５】
この例では、チューニング可能なマッチングネットワーク（ＭＮ）３４は、アンテナの出
力インピーダンスを上流の無線周波数回路の入力インピーダンスに整合させる。受信信号
に基づいて、ＭＮ３４を用いたインピーダンス整合が行われる。チューニング可能コンデ
ンサ９８は、開口チューニングを行う、すなわちアンテナの共振周波数をチューニングす
る、チューニング可能素子の一例である。コンデンサ９８（または他の調整可能素子）を
使用する開口チューニングは、受信信号に基づいて行われる。
【００６６】
ＭＮ３４および／またはコンデンサ９８（または他のチューニング可能素子）の設定は、
ここではアンテナチューニング設定と呼ばれる。この例では、ＭＮ３４およびコンデンサ
９８の両方が、様々なチューニング設定を適用およびテストするように、制御ユニット５
６によって制御される。代替的な実施形態では、チューニング方式は、インピーダンスチ
ューニングまたは開口チューニングのみを適用することができる。ＭＮ３４、コンデンサ
９８および／または他の任意のチューニング構成要素または回路は、本明細書では、チュ
ーニング可能要素と呼ばれ、そのチューニングはアンテナの応答を変化させる。
【００６７】
以下の記載は、受信信号解析に基づくアンテナチューニング方式のいくつかの実施例を概
説する。以下の例は、主に、第３世代パートナーシッププロジェクト（３ＧＰＰ）のＬＴ
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Ｅ（Ｌｏｎｇ－Ｔｅｒｍ　Ｐａｒｔｎｅｒｓｈｉｐ）仕様に従って動作する受信機を例と
して記述する。代替的に、開示された技術は、任意の他の適切な通信または位置標準また
はプロトコルに従って動作する受信機とともに使用することができる。例示としてのプロ
トコルは、ユニバーサル移動体通信システム（ＵＭＴＳ）、グローバル移動体通信システ
ム（ＧＳＭ（登録商標））、コード分割多重アクセス（ＣＤＭＡ）、ＩＥＥＥ８０２．１
１のような無線ローカルエリアネットワーク（ＷＬＡＮ）規格、およびブルートゥース（
登録商標）、ＧＰＳ、グロナスを特に含む。
【００６８】
（アクティブ受信中のアンテナチューニング）
　いくつかの実施形態では、制御ユニット５６は、受信機が所望の信号を受信して復調す
る期間中にアンテナをチューニングする。例えば、ＬＴＥでは、そのような時間期間は、
無線機器がＲＲＣ＿ＣＯＮＮＥＣＴＥＤモードで動作する時間であってよい。アンテナチ
ューニングはアンテナの複素利得を変化させるので、受信信号の振幅および／または位相
を歪める可能性がある。したがって、連続受信期間中にチューニングを行う場合は注意が
必要である。
【００６９】
１つの実施形態では、受信信号は、一連の時間フレーム（ＬＴＥではサブフレームと表さ
れる）を含み、制御ユニット５６は、連続する時間フレーム間の境界の間だけアンテナに
対しチューニング変化を適用する。
【００７０】
１つの実施形態では、制御ユニット５６は、受信信号レベルおよび周波数の関数としての
受信信号レベルの勾配を計算するために、受信信号の既知の部分に関する測定を実行する
ことによって、適切なチューニング変更を決定する。これらの２つのパラメータは、アン
テナ応答と周波数の関数としてのアンテナ応答の勾配を示す。
【００７１】
　本明細書において、「信号の既知の部分」という用語は、ビット値が固定されている（
または、少なくとも半固定されている、例えば、高い確率で長時間固定されたままである
）、あるいはそうでなければ復調または復号の成功に関係なく、事前に受信機に既知の、
信号の部分を意味する。このような既知の信号は、例えば、いくつかの事例を挙げると、
セル固有の基準信号、位置決め基準信号（ＰＲＳ）、物理同報通信チャネル（ＰＢＣＨ）
、２次同期信号（ＳＳＳ）、１次同期信号（ＰＳＳ）、マスター情報ブロック（ＭＩＢ）
、およびシステム情報ブロック（ＳＩＢ）のような種々のタイプの基準信号（ＲＳ）およ
び同期信号を含む。
【００７２】
さらに、サービス提供中のセルの信号だけでなくサービス提供中のセルと同じ周波数で動
作する隣接セルからの既知の信号も処理することができる。この技術は、例えば限定され
た信号対雑音比条件の下で、性能を高めることができる。アンテナチューニングのために
使用することができる別の種類の信号は、反復を有するデータサブフレームである：信号
が首尾よく復号されると、他の反復サブフレームは既知であり、処理に使用することがで
きる。
【００７３】
このような信号の既知の値を使用することによって、制御ユニット５６は、高精度の信号
レベルおよび勾配の測定値を得ることができる。例えば、制御ユニット５６は、受信され
た既知信号と予想される既知のビットシーケンスとの畳み込みを計算することができる。
このような畳み込みは高い処理利得を有し、正確な信号レベル測定を可能にする。
【００７４】
　本文脈では、用語「アンテナ応答」は、受信信号に適用されるときのアンテナの伝達関
数を指す。アンテナ応答は、例えば、全アンテナ効率及びアンテナ利得と相関している。
これらのパラメータはすべて、特定の周波数において、または周波数の関数として調べる
ことができる。「アンテナ応答」、「アンテナ利得」及び「アンテナ効率」という用語は
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、本明細書では交換可能に使用されることがある。アンテナ応答値および周波数に対する
それらの勾配は、通常、アンテナチューニングの所望の調整を決定する際に制御ユニット
５６によって使用される。
【００７５】
代表的な実施形態では、制御ユニット５６は、受信信号レベルを最大にすること、すなわ
ち、特定の受信信号に対するアンテナ応答の計算値を最大にすることを目指す反復プロセ
スでアンテナをチューニングする。各反復において、制御ユニット５６は、アンテナ応答
の測定された勾配に基づいて、アンテナチューニングに適用される調整値を計算する。
【００７６】
いくつかの実施形態では、調整は、アンテナの中心周波数に適用される周波数調整を含む
。この周波数調整は、方向（すなわち、中心周波数を増加または減少させるかどうかの決
定）およびサイズ（すなわち、決定された方向での周波数シフト）から構成される。他の
実施形態では、調整は、得られる周波数調整を明示的に計算することなく、アンテナのチ
ューニング要素（例えば、図５のＭＮ３４またはコンデンサ９８）に適用される直接調整
を含む。さらに代替的に、任意の他の適切なタイプの調整を使用することができる。
【００７７】
　典型的には、制御ユニット５６によって測定される信号レベルは相対的である。言い換
えれば、制御ユニット５６は、絶対的信号レベルを解釈することができず、むしろ、アン
テナチューニング素子の異なる設定を比較し、どの設定がより高い受信信号レベルをもた
らすかを決定することができる。
このような相対的な測定を行う場合は、類似のチャネル条件で測定を行うように注意する
必要がある。例示的な実施形態では、相互に比較されるべき２つのチューニング設定を測
定する場合、制御ユニット５６は、あるサブフレームの最後の基準信号（ＲＳ）で１回目
の測定を行い、次のサブフレームの第１の基準信号（ＲＳ）で２回目の測定を行う。測定
間の時間の近接は、チャネルフェージングの影響を減少させる。あるいは、互いが時間的
に近接している他の適切な測定時間を使用することができる。
【００７８】
典型的には、受信信号は、通信規格に応じて、例えば１０ＫＨｚから数十ＭＨｚ程度の一
定の帯域幅を占有する。１つの実施形態では、制御ユニット５６は、受信信号帯域幅にわ
たっていくつかの周波数で既知の信号（例えば、基準信号（ＲＳ））の受信レベルを測定
する。これらの相対的な測定値は、受信信号帯域幅にわたる周波数の関数としてのアンテ
ナ応答の勾配の推定値を提供する。制御ユニット５６は推定勾配を使用して、アンテナチ
ューニング設定に対する調整の適切な方向およびサイズを決定する。１つの実施形態では
、制御ユニット５６は、異なるアンテナチューニング設定で行われるいくつかの勾配の測
定値から調整の方向を推測する。
【００７９】
　上記の説明は、既知の信号に基づく測定について述べた。代替の実施形態では、制御ユ
ニット５６は、ユーザデータまたは事前には知られていない他のデータを運ぶ信号部分に
基づいて、信号レベルおよび勾配を測定することもできる。例えば、制御ユニット５６は
、データ信号を復号し、誤り訂正された情報ビットを信号から抽出し、次にデータシンボ
ルを再符号化することができる。再符号化されたシンボルは、読み取りエラーに起因する
歪みがほとんどまたは全くない、より正確なバージョンの受信信号と見なすことができる
。したがって、制御ユニット５６は、再符号化されたシンボルからアンテナ応答を計算す
ることができる。
【００８０】
（間欠受信時のアンテナチューニング）
いくつかの実施形態では、制御ユニット５６は、受信機の動作が間欠的である期間中にア
ンテナをチューニングする。このようなシナリオでは、受信機は、通常、低いデューティ
サイクルで起動しそして信号を復号し、それ以外の場合は休止して節電するように制御さ
れる。例えば、ＬＴＥにおいて、無線機器は、不連続受信（ＤＲＸ）状態またはページン
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グ状態、例えばＲＲＣ＿ＩＤＬＥモードで動作してもよい。継続的稼働期間（ｗａｋｅ－
ｕｐ　ｐｅｒｉｏｄ）の間の休止時間間隔は、ＬＴＥリリース１１以下では最大２．５６
秒、アドバンスト標準では数分から数時間といったように長くてもよい。
【００８１】
アンテナ応答は、例えばボディ効果のために、ある稼働期間から次の稼働期間までに変化
する可能性があるので、稼働期間の間の休止間隔の間、アンテナのチューニングを続ける
ことが望ましい。間欠受信時にアンテナチューニングを実施する場合は、消費電力を最小
限に抑えるように注意する必要があり、それはこのようなシナリオでは最も重要な考慮事
項である。
【００８２】
一方、受信機は稼働期間の間に実際のデータ復調を実行しないので、制御ユニット５６は
、休止間隔の間の任意の適切な時間にチューニング設定を自由に試験することができる。
制御ユニット５６は、例えば受信信号レベル及び／又は休止インターバル及び稼働期間の
持続時間に依存して、必要に応じて測定のタイミングを変更することができる。
【００８３】
例示的な実施形態では、間欠受信の間、制御ユニット５６は、既知の信号を含まないデー
タシンボルの間（例えば、基準信号（ＲＳ）を含まないデータシンボルの間）にアンテナ
チューニング設定を変更し、既知信号を含むシンボル（例えば、ＲＳシンボル）の間に信
号レベル測定を行う。上述したように、基準信号（ＲＳ）は既知の信号であるので、受信
されたＲＳと期待される既知のビットシーケンスとの間の畳み込みは高い処理利得を有し
、正確な信号レベル測定を可能にする。
【００８４】
図６は、本発明の１つの実施形態による、無線機器によって受信された基地局（ｅＮｏｄ
ｅＢ）からのＬＴＥ直行周波数分割多重化（ＯＦＤＭ）信号と、それがアンテナチューニ
ングのために使用される方法を示す図である。横軸は、ＯＦＤＭシンボル間隔単位の時間
軸である。垂直軸は、ＯＦＤＭサブキャリア帯域幅の単位での周波数軸である。この例で
は、各シンボルは約７１．３マイクロ秒の長さであり、サブキャリアは１５ＫＨｚ離れて
配置されている。
【００８５】
それぞれの時間－周波数ユニット（１シンボル時間間隔にわたる１つのサブキャリア）は
、本明細書では時間－周波数ビンと呼ばれる。全体の受信信号帯域幅は、例えば、１８０
ＫＨｚと１８ＭＨｚとの間であり得る。時間軸上で、信号はサブフレーム１００に分割さ
れる。各サブフレームは、「スロット０」および「スロット１」と表される２つのタイム
スロットに分割され、各スロットは０から６の番号を付けられた６つのＯＦＤＭシンボル
から構成される。
【００８６】
受信信号内のＯＦＤＭシンボルのいくつかは、それらの時間－周波数ビンのうちのいくつ
かにおいて基準信号（ＲＳ）を運ぶ。そのようなシンボルの１つが図において１０１とマ
ーキングされている。他のシンボルは、基準信号（ＲＳ）をまったく搬送しない。この例
では、信号は、基地局によりＴＸ０およびＴＸ１と呼ばれる２つのアンテナポートから送
信されている。基準信号（ＲＳ）の別個のパターンが各アンテナポートを介して送信され
る－ＴＸ０に対しＲＳ１０２（図では濃い陰影で表示）、ＴＸ１に対しＲＳ１０４（クロ
スハッチングで表示）。この送信パターンは、単に例として示されている。任意の他の適
切なパターンを使用することができる。
【００８７】
この例では、各スロットのシンボル０および４はＲＳシンボル１０１である。各ＲＳシン
ボルにおいて、基準信号（ＲＳ）（ＴＸ０またはＴＸ１のいずれかの）はそれぞれ３番目
毎のサブキャリア上に受信される。受信された信号の残りの時間－周波数ビンは、無線機
器または他の機器のいずれかに対して、データチャネルまたは他のチャネルタイプを送信
するために使用されてもよい。図６の信号パターンは、純粋に例として示された例示的な
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パターンである。開示された技術は、任意の他の適切な信号構造とともに使用することが
できる。
【００８８】
いくつかの実施形態では、チャネルフェージングに対する感応性を低減するために、制御
ユニット５６は、以下のようにアンテナ応答を測定する。制御ユニット５６は、Ａおよび
Ｂで示される２つのアンテナチューニング設定を比較する．Ａは、基準またはベースライ
ン設定と見なされる。制御ユニット５６は、設定Ｂが設定Ａよりも良いか悪いかを判断し
ようとする。この動作は、例えば、受信信号レベルを最大にすることを目的とする反復チ
ューニングプロセスの所与の１つの反復において実行されてもよい。
【００８９】
この例では、制御ユニット５６は時刻１１０においてアンテナチューニング要素を設定Ａ
に設定し、続くＲＳシンボル内の基準信号に対して測定（設定Ａのもとで）を行う。次に
、時刻１１２において、制御ユニット５６は設定Ｂに切り替え、続くＲＳシンボルの基準
信号に対して測定（設定Ｂの下で）を実行する。時刻１１４において、制御ユニット５６
は設定を設定Ａに戻し、後に続くＲＳシンボル内の基準信号に対して測定（設定Ａのもと
で）を再度行う。上述したように、チューニング設定の変更は、データシンボル（すなわ
ち非ＲＳシンボル）中に実行されるが、信号レベル測定はＲＳシンボル中に実行される。
【００９０】
上述の例では、制御ユニット５６は、設定Ｂを測定する前と後で設定Ａを測定し、設定Ｂ
との比較において設定Ａの両方の測定値を考慮する。このメカニズムは、チャネルフェー
ジングによって引き起こされる歪みを最小にするのに役立つ。したがって、制御ユニット
５６は、第１および第３のＲＳシンボル（スロット０のシンボル０およびスロット１のシ
ンボル０）を補間する。この補間は、設定Ａがスロット０のシンボル４（設定Ｂが測定さ
れる）に生じたであろう結果を近似する。
【００９１】
代替の実施形態では、制御ユニット５６は、測定精度を向上させるために、ＲＳシンボル
のより多くの測定値を補間し、および／またはより多数の可能な設定を測定してもよい。
いくつかの実施形態、例えば低速フェージングシナリオでは、スロット０のシンボル０（
設定Ａの下）とスロット０のシンボル４（設定Ｂの下）を比較する、すなわち設定Ａを２
回測定することを控えることで十分であるかもしれない。
信号レベルを測定することに加えて、制御ユニット５６は、所与のアンテナチューニング
設定に対し、周波数の関数としてのアンテナ応答の勾配を測定してもよい。勾配は、アン
テナが現在どの程度良好にチューニングされているか、および／またはどの方向に、およ
び／またはどの程度、アンテナ中心周波数が調整されるべきかを示すことができる。
【００９２】
制御ユニット５６は、通常、ＲＳシンボル内の異なるＲＳの相対的な測定振幅を計算する
ことによって勾配を測定する。例えば図６の信号では、所与のＲＳシンボルは、信号帯域
幅にわたって３番目のサブキャリアごとにＲＳ（１０２または１０４）を含む。シンボル
内のＲＳの相対的振幅を測定することにより、アンテナ応答の勾配（または他の特性）が
周波数の関数として提供される。
所与の設定における勾配に加えて、制御ユニット５６は、チューニング設定間の勾配の変
化を計算することもできる。異なるチューニング設定間の勾配の変化は、より広い帯域幅
に関する情報を提供し、所望の調整の振幅および方向についてより正確な指示を提供し得
る。
【００９３】
図７は、周波数の関数としての計算されたアンテナ効率の勾配に基づく、アンテナチュー
ニングを概略的に示すグラフである。グラフ１２０は、所与のアンテナチューニング設定
に対する、全体的アンテナ効率を周波数の関数としてプロットしたグラフである。例えば
、この場合の設定は、約７７２．５ＭＨｚの中心周波数の周りの信号を受信するようにう
まくチューニングされている。
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【００９４】
実際の場合のほとんどでは、所与のチャネル帯域幅の両端の勾配は、平坦な勾配、緩やか
な正の勾配、緩やかな負の勾配、急な正の勾配、急な負の勾配、または凹面の勾配に分類
できる。凹面の勾配は、典型的には、アンテナがチューニングされているか、またはほぼ
チューニングされていることを示し、わずかな調整しか必要とされないことを示す。急な
正の勾配は、典型的には、アンテナの中心周波数を低減すべきであることを示す。急な負
の勾配は、典型的には、アンテナの中心周波数を増加させるべきであることを示す。緩や
かな勾配は、アンテナがチューニングされていることを示すか、またはチューニングが完
全に目標から外れているため、大きなチューニングステップが必要であることを示すかの
どちらかである。
【００９５】
間欠受信（例えば、不連続受信（ＤＲＸ）またはページングサイクル）の間、制御ユニッ
ト５６は、アンテナチューニング設定を評価（および場合によっては調整）するために、
受信機を起動する時期がいつかを判断するために様々な基準を使用することができる。起
動基準は、例えば、最新の基準信号受信電力（ＲＳＲＰ）または基準信号受信品質（ＲＳ
ＲＱ）の値を考慮することができる。受信された信号が強い場合、アンテナのチューニン
グは、低い精度で、かつ少ない頻度で追跡出来る。
【００９６】
　別の例として、起動基準は、近接センサ、加速度センサ、ジャイロスコープおよび／ま
たはタッチスクリーンなどの、無線機器の低電流センサを考慮してもよい。１つの実施形
態では、制御ユニット５６は、これらのセンサによって感知された環境変化に応答してア
ンテナのチューニングを開始する。このような変化は、例えば、アンテナの再チューニン
グを是認するボディ効果の変化を示し得る。
【００９７】
さらに別の例として、起動基準は、無線機器の非稼働持続時間を考慮してもよい。長い非
稼働期間は、通常、実際の受信に先立ってアンテナチューニングを検証する必要性が高い
ことを示し、逆も同様である。さらに代替的に、制御ユニット５６は、受信機をいつ起動
し、アンテナチューニング設定を評価するかを決定する際に他の適切なパラメータを考慮
してもよい。
【００９８】
上記の説明は、連続受信中に使用されるものと、間欠受信中に使用されるものとの２つの
チューニング方式について記載している。いくつかの実施形態では、制御ユニット５６は
、無線機器の現在の動作モードおよびモード間の遷移を認知している。制御ユニット５６
は、この情報を用いて２つのチューニング方式のうちの１つを選択してもよい。
【００９９】
（追加の実施形態と変化形）
　図６の例では、制御ユニット５６は、ＲＳシンボル間の異なるチューニング設定の間で
切り替えを行い、ＲＳシンボル中のアンテナ応答を測定する。そのような実装では、所与
のチューニング設定を評価するために、一般的に所与のＲＳシンボル全体が使用される。
しかしながら、基準信号（ＲＳ）によって提供される処理利得が十分に大きい場合、その
所与のＲＳシンボルの間に設定を切り替えることができ、したがって、所与のＲＳシンボ
ルを、１つより多いチューニング設定の評価を行うために使用することができる。このよ
うな方式は、高速フェージングシナリオではより速く、より弾力的である。
【０１００】
例えば、ＬＴＥでは、基準信号（ＲＳ）シーケンスにはゼロが埋め込まれ、時間領域では
周期的である。したがって、ＲＳシンボルを（時間的に）複数の測定に分割し、このよう
にして測定プロセスを高速化することが可能である。ＬＴＥ　ＲＳの時間領域における周
期性は、直行周波数分割多重化（ＯＦＤＭ）シンボル時間の３分の１である。したがって
、例えば、制御ユニット５６は、ＲＳシンボルの最初の３分の１の間に設定Ａを測定し、
ＲＳシンボルの第二の３分の１の間に設定をＢに切り替え、ＲＳシンボルの第三の３分の
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１の間に設定Ｂを測定することができる。次に、制御ユニット５６は、２つの測定の結果
を相関させ、相関結果を平均して所望のチューニング方向を生成することができる。
【０１０１】
　いくつかの実施形態では、制御ユニット５６は、受信機による基地局信号の最初の取得
中に適切なチューニング方式を見つけることを試みる。１つの実施形態では、最初の取得
中に、制御ユニット５６は、アンテナ共鳴周波数の潜在的変動を十分にカバーする、チュ
ーニング要素の複数の設定にわたって走査を試みてもよい。最初の取得プロセスは、これ
らの名目上の設定で開始することができる。信号が見つからない場合は、例えば、確率の
高い設定から始めるなど、他の設定を検索することもできる。いったん基地局信号が見つ
かると（例えば、プライマリ同期信号（ＰＳＳ））、上述の反復プロセスを使用して、よ
り細かいチューニングを行うことができる。最初のチューニングは、最初の検索中に見つ
かった任意の信号に対して実行することもできる。
【０１０２】
所与の時点において、無線機器は、特定の周波数で特定の基地局によってサービスを提供
され、したがって、この周波数に対する最適なアンテナチューニング設定の良好な知識を
有する。ある時点で、無線機器は異なる周波数上の代替基地局を探索することがある。い
くつかの実施形態では、制御ユニット５６は、（周波数シフト間の予想される相関により
）現在サービスを提供する基地局の既知のチューニング設定を使用して新しい基地局の周
波数に対するチューニング設定を計算することができる。
【０１０３】
上記のメカニズムは、帯域内セル探索、すなわち現在の基地局と新しい基地局が同じ周波
数帯域で動作する場合に主に適用可能である。周波数間帯域間サーチ（すなわち現在の基
地局と新基地局とが異なる周波数帯域で動作する場合）においては、周波数差異とアンテ
ナの特性に応じて、上述した初期取得プロセスまたは上述の帯域内計算プロセスのいずれ
かを用いることができる。
【０１０４】
いくつかの実施形態では、制御ユニット５６は、送信された信号に基づいてアンテナをチ
ューニングする送信ベースのチューニング方式だけでなく、開示された（受信ベースの）
チューニング方式の両方を適用する。受信ベースのチューニングは、「ＲＸ設定」と呼ば
れるチューニング設定をもたらし、送信ベースのチューニングは、「ＴＸ設定」と呼ばれ
るチューニング設定をもたらす。所与の時点で、制御ユニット５６は、ＲＸ設定とＴＸ設
定の間で選択し、または、例えば使用されている通信プロトコルに応じて、２つの設定を
組み合わせてもよい。
【０１０５】
例えば、周波数分割複信（ＦＤＤ）オペレーションでは、制御ユニット５６は、ＲＸ専用
アンテナに対し、そのアンテナについて計算されたＲＸ設定を使用する。ＴＸ／ＲＸアン
テナの場合、制御ユニット５６は、該当するユーザシナリオに適合させるために、ＴＸ設
定またはＲＸ設定、またはその２つを妥協させる設定を使用する。例えば、受信が重点の
シナリオ（例えば、ファイルダウンロードまたはビデオストリーミング）の場合、より高
い重み付けがＲＸ方式に与えられ、逆もまた同様である。この妥協はまた、チャネル条件
に依存し得る。例えば、受信が干渉制限されている場合、ＲＸ設定はほとんど有益ではな
いかもしれない。一方、ＴＸ設定はより電力効率がよいかもしれない。
【０１０６】
半二重ＦＤＤ（ＨＦＤＤ）オペレーションでは、制御ユニット５６は、受信中はＲＸ設定
を使用する。制御ユニット５６は、送信中はＴＸ設定が存在する場合にはＴＸ設定を使用
し、またはＲＸ設定に基づいて概略のＴＸ設定を計算する。時分割複信（ＴＤＤ）オペレ
ーションでは、送信と受信の両方が同じ周波数で実行されるので、制御ユニット５６は常
にＲＸ設定を使用することができ、送信ベースのチューニングは完全に省略することがで
きる。
【０１０７】
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上述の実施形態は例として引用されたものであり、本発明は、上記に特に示され記載され
たものに限定されないことが理解されよう。むしろ、本発明の範囲は、上述した様々な特
徴の組み合わせおよび部分的な組み合わせ、ならびに前述の説明を読むことによって当業
者に想起される変形および修正の両方を含み、本特許出願において参考として援用された
文献は、本出願と一体とみなされるべきであり、明示的にまたは暗示的に本明細書の定義
と矛盾する場合は、本明細書の定義が優先される。
【誤訳訂正２】
【訂正対象書類名】特許請求の範囲
【訂正対象項目名】全文
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　遠隔地の送信機から、チューニング可能な要素を含む電気的にチューニング可能なアン
テナを介して信号を受信するステップと；
　前記電気的にチューニング可能なアンテナの応答に適用される調整を、１つの周波数領
域に亘って周波数の関数としての前記応答の勾配を計算し、そして前記計算された勾配か
ら前記調整を得ることを含み、前記受信された信号を分析することにより、計算するステ
ップと；そして
　前記計算された調整に応答して、前記チューニング可能な要素を制御することにより、
前記電気的にチューニング可能なアンテナの前記応答を適合させるステップと；
　を有することを特徴とする方法。
【請求項２】
　前記調整を計算するステップと前記応答を適合させるステップは、前記受信された信号
のレベルを最大にすることを目指す繰り返しチューニングプロセスを実行するステップを
有する、ことを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記受信された信号は既知の信号要素を含み、前記調整を計算するステップは、前記既
知の信号要素の計測された受信レベルから前記調整を得るステップを有する、ことを特徴
とする請求項１に記載の方法。
【請求項４】
　前記調整を計算するステップは、周波数の関数としての前記応答の前記勾配の変化を前
記チューニング可能な要素の少なくとも第１の設定と第２の設定の間で計算するステップ
と、そして前記勾配の前記計算された変化から前記調整を得るステップと、を有すること
を特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項５】
　前記調整を計算するステップは、前記チューニング可能な要素の少なくとも第１の設定
と第２の設定のそれぞれの受信された信号のレベルを測定するステップと、そして前記受
信された信号のレベルを比較することにより前記調整を得るステップと、を有することを
特徴とする請求項１－４のいずれかに記載の方法。
【請求項６】
　前記受信された信号のレベルを測定するステップは、前記第１の設定の第１の測定を実
行するステップと、そして前記第１の測定の前および後に前記第２の設定の第２の測定を
実行するステップと、を有し、そして前記受信された信号のレベルを比較するステップは
、前記第１の測定を前記第２の測定の組み合わせと比較するステップを有する、ことを特
徴とする請求項５に記載の方法。
【請求項７】
　前記調整を計算するステップは、前記受信された信号の単一のシンボルの間に、前記チ
ューニング可能な要素の２つまたはそれ以上の異なる設定を評価するステップを有する、
ことを特徴とする請求項１－４のいずれかに記載の方法。
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【請求項８】
　前記信号を受信するステップは、一連の通信時間フレームを受信するステップを有し、
そして前記応答を適合させるステップは、前記時間フレームの間の境界において前記チュ
ーニング可能な要素を制御するステップを有する、ことを特徴とする請求項１－４のいず
れかに記載の方法。
【請求項９】
　請求項１－４のいずれかに記載の方法であって、前記信号を受信するステップは、間欠
的受信モードで前記信号を受信する受信機を操作するステップを有し、そして前記方法は
、既定の起動基準への適合に応答して、前記調整を計算するために前記受信機を起動する
ステップを有する、ことを特徴とする方法。
【請求項１０】
　前記受信された信号は第１の基地局から第１の周波数で送信され、そして前記調整を計
算するステップは、第２の基地局から第２の周波数で送信された後続の信号を受信する時
に、前記チューニング可能な要素の使用されるべき設定を予測するステップを有する、こ
とを特徴とする請求項１－４のいずれかに記載の方法。
【請求項１１】
　前記適合された応答に基づいて、信号送信に使用されるべきアンテナチューニング設定
を計算するステップを有する、ことを特徴とする請求項１－４のいずれかに記載の方法。
【請求項１２】
　装置であって、
　チューニング可能な要素を含む電気的にチューニング可能なアンテナと；
　遠隔地の送信機から、前記電気的にチューニング可能なアンテナを介して信号を受信す
るように構成される受信機と；
　制御回路と；
　を有し、
前記制御回路は、
　　　前記電気的にチューニング可能なアンテナの応答に適用される調整を、１つの周波
数領域に亘って周波数の関数としての前記応答の勾配を計算し、そして前記計算された勾
配から前記調整を得ることを含み、前記受信された信号を分析することにより計算し、そ
して
前記計算された調整に応答して、前記チューニング可能な要素を制御することにより、前
記電気的にチューニング可能なアンテナの前記応答を適合させる、
ように構成される、
　ことを特徴とする装置。
【請求項１３】
　前記制御回路は、前記調整を計算し、そして前記受信された信号のレベルを最大にする
ことを目指す繰り返しチューニングプロセスにおいて前記応答を適合させるように構成さ
れる、ことを特徴とする請求項１２に記載の装置。
【請求項１４】
　前記受信された信号は既知の信号要素を含み、前記調整を計算するステップは、前記既
知の信号要素の計測された受信レベルから前記調整を得るステップを有する、ことを特徴
とする請求項１２に記載の装置。
【請求項１５】
　前記制御回路は、周波数の関数としての前記応答の前記勾配の変化を前記チューニング
可能な要素の少なくとも第１の設定と第２の設定の間で計算し、そして前記勾配の前記計
算された変化から前記調整を得るように構成される、ことを特徴とする請求項１２に記載
の装置。
【請求項１６】
　前記制御回路は、前記チューニング可能な要素の少なくとも第１の設定と第２の設定の
それぞれの受信された信号のレベルを測定し、そして前記受信された信号のレベルを比較
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することにより前記調整を得るように構成される、ことを特徴とする請求項１２－１５の
いずれかに記載の装置。
【請求項１７】
　前記制御回路は、前記第１の設定の第１の測定を実行することにより前記受信された信
号のレベルを測定し、そして前記第１の測定の前および後に前記第２の設定の第２の測定
を実行し、そして前記第１の測定を前記第２の測定の組み合わせと比較するように構成さ
れる、ことを特徴とする請求項１６に記載の装置。
【請求項１８】
　前記制御回路は、前記受信された信号の単一のシンボルの間に、前記チューニング可能
な要素の２つまたはそれ以上の異なる設定を評価することにより、前記調整を計算するよ
うに構成される、ことを特徴とする請求項１２－１５のいずれかに記載の装置。
【請求項１９】
　前記受信機は、一連の通信時間フレームにおいて前記信号を受信するように構成され、
そして前記制御回路は、前記時間フレームの間の境界において前記チューニング可能な要
素を制御するように構成される、ことを特徴とする請求項１２－１５のいずれかに記載の
装置。
【請求項２０】
　前記受信機は間欠的受信モードで動作し、そして前記制御回路は、既定の起動基準への
適合に応答して、前記調整を計算するために前記受信機を起動するように構成される、こ
とを特徴とする請求項１２－１５のいずれかに記載の装置。
【請求項２１】
　前記受信機は、第１の基地局から第１の周波数で送信された信号を受信するように構成
され、そして前記制御回路は、第２の基地局から第２の周波数で送信された後続の信号を
受信する時に、前記チューニング可能な要素の使用されるべき設定を予測するように構成
される、ことを特徴とする請求項１２－１５のいずれかに記載の装置。
【請求項２２】
　前記制御回路は、前記適合された応答に基づいて、信号送信に使用されるべきアンテナ
チューニング設定を計算するように構成される、ことを特徴とする請求項１２－１５のい
ずれかに記載の装置。
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